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Abstract

　　After the devastating Kobe earthquake of 1995, the Headquarters of Earthquake Research 

Promotion was established in the prime minister's office.  Among the mandates given to the 

headquarters are collection, analysis, and evaluation of the results of surveys and 

observations related to earthquakes.  The headquarters set up a plan to survey 98 major active 

faults in Japan for studies of paleoearthquakes on those faults.  Mainly on the basis of the 

survey results and investigations on historical earthquakes, the Earthquake Research 

Committee of the headquarters evaluated earthquake potential and made public long-term 

earthquake forecasts in many source regions.  These will be a basis for a new probabilistic 

estimate of seismic hazards throughout Japan, which will be completed by March 2005.

　　The size of a future earthquake is estimated from the empirical relationship between 

earthquake magnitude and fault length/source area.  The location of the event is fairly 

precisely known from active fault data and historical earthquake catalogs, except for a certain 

types of earthquake such as deep events.  For the occurrence time, we can only give a 

probabilistic estimate.

　　Several renewal models have been tested against available recurrence data in Japan by 

the Sub-committee for Long Term Evaluation.  They are log normal, gamma, Weibull, double 

exponential, and BPT（Brownian passage time）distributions.  Because none of the 

distributions can fit the data significantly better than the other models, the BPT model has 

been chosen because of the clear physical meaning of its model process and of the stability of 

parameters.  The BPT model consists of a regular loading process and irregular Brownian 

motion disturbances.  We found that the common relative standard deviation explains the data 

set better than different relative standard deviations for each sequence, so far as the four 

examples of Japanese shallow crustal earthquake sequence are concerned.  By extrapolating 

the results, we use the common relative standard deviation to evaluate shallow crustal events. 

 When sufficient data on successive events of co-seismic slip are available, the time-predictable 

models is used for evaluations of subduction-zone earthquakes.
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I．は じ め に

　1995年阪神淡路大震災は，当然のことながら地

震の調査研究にも大きな衝撃を与えた。国として

の施策の面で言えば，地震防災対策特別措置法に

よって総理府に地震調査研究推進本部がおかれ，

地震に関する観測，測量，調査及び研究の推進に

ついて，総合的かつ基本的な施策を立案すること

（第 7条 2項の一）となった。具体的に立案された

のが，平成 11年 4月に公表された『地震調査研究

の推進について―地震に関する観測，測量，調査

及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施

策―』である。この中で当面推進すべき地震の調

査研究として，四つの課題があげられている（地

震調査研究推進本部，1999）。その第一番目は「活

断層調査，地震の発生可能性の長期評価，強震動

予測等を統合した地震動予測地図の作成」であり，

長期的な地震発生の予測に基づいて将来起こりう

る強震動を予測し，地震対策に役立てるという道

筋が明らかとなった。

　比較的活動度が高く，長さが 20　kmを超える陸

域の活断層帯 98が選ばれ，それらの調査は，「地

震に関する基盤的調査観測計画」の一環として位

置づけられた（地震調査研究推進本部政策委員会，

1997）。これらの活断層帯を図 1に示す。地方交

付金によって各自治体により，或いは産業技術総

合研究所活断層研究センターによって調査が進行

中であり，既に主要活断層帯の多くについて，そ

の調査結果が報告されている。これらの結果と既

存の研究成果とに基づいて，それぞれの活断層帯

における長期的な地震活動が地震調査委員会に

よって評価され，その結果は随時公表されてきた。

また，歴史地震を含む地震活動の研究成果に基づ

いて，海域で発生する大地震や巨大地震の長期評

価も行われている。

　本稿ではこのような地震発生の長期予測をとり

あげ，その現状を述べる。将来発生する地震の震

源域やその規模については，既に多くの研究成果

があるので，本稿では発生時の予測を主にとりあ

げることにする。また，これまで地震調査研究推

進本部から公表されている個々の活断層や海溝で

起こる地震の評価についても触れる。なお，将来

発生する地震の震源域やその規模についてのこれ

までの研究成果の概要は，『地震予知計画の実施状

況等のレビューについて（報告）』（測地学審議会

地震火山部会，1995）の“Ⅲ「地震予知」の現状

認識と評価”にまとめられているので，参考とし

て頂きたい。

　地震調査研究推進本部は 2001年 1月から文部

科学省におかれている。本稿は，地震調査研究推

進本部に設置されている地震調査委員会の活動の

成果に基づいており，公表された成果についての

詳細は，同本部のホームページ http://www.jishin. 

go.jp/main/welcome.htmを参照頂きたい。地震調

査委員会の下には，長期評価部会が設置されてお

り，このもとに設置された確率評価手法検討分科

会で，地震発生確率の評価手法が検討された。ま

た，活断層分科会（平成 12年度より，東日本，中

日本，西日本の三活断層分科会）と海溝型分科会

が設置され，それぞれ活断層と海溝で起こる地震

の長期評価を行っている。

　本稿では，まず同じ震源域から繰り返し発生す

る地震について，次の地震の発生時を確率で予測

する手法について述べる。次に活断層の評価手法

とその結果について述べ，さらに海溝で発生する

地震の評価手法とその結果について述べる。

II．地震の繰り返し発生のモデル化

　それぞれの震源域で発生する固有の規模の地震

について，地震の発生を時間軸上の点として取り

扱い，更新過程の統計モデルを用いる方法と，地

震発生の物理的過程を考慮して，震源域でのずれ

の量から次の地震発生までの時間を推定する手法

とがある。両者は一見別々の手法のように見える

が，更新過程のモデルとして，後に詳述する BPT

（Brownian Passage Time）モデルを用いること

によって，統合的に扱うことが可能となる。

　1）更新過程モデル

　株価や温度の変化，電子部品からのノイズなど，

地震の発生と同様に時間的に変化する事象の統計

モデルが，これまで地震発生の確率予測に用いら

れてきた。更新過程では地震の発生は時間軸上の

８１７―　　―



点として扱われ，地震発生後の状態はいつも同じで

あると仮定される。すなわち，次の地震までの時間

間隔は，いつも同じ確率分布で表されるものとする。

その確率分布としては，これまで次のような分布が

用いられてきた（Utsu, 1984 ；島崎，1989）。

a．対数正規分布（Nishenko and Buland, 1987）

b．ガンマ分布（Utsu, 1984）

c．ワイブル分布（Hagiwara, 1974）

d．二重指数分布（成ヶ沢，1972）

e．BPT分布（Matthews et al.,　2001）

　地震発生確率の推定は 1970年代前半に日本に

おいて始まり，その初期には Rikitake（1974）他

によって，正規分布（時間軸上でマイナスを含み，

更新過程ではない）も用いられた。米国では 1980

年代半ば頃から，長期予測が試みられるように

なった。1984年末から地震予知評価評議会

（National Earthquake Prediction Evaluation 

Council，以下 NEPECと略称）が活動を開始し，

米国地質調査所に地震発生確率算定のためのワー

キンググループの設置を 1987年に勧告した。この

ワーキンググループの報告『サンアンドレアス断

層におけるカリフォルニア州大地震発生の確率
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図　1　活断層調査が推進されている，98 の主要活断層．

Fig.　1　Active fault zones subject to the national basic survey of earthquakes.



（Probabilities of large earthquakes occurring 

in California on the San Andreas fault）』

（Working Group on California Earthquake 

Probabilities, 1988）は，1988年 に NEPECに

よって了承されている。その後数回にわたって見

直しが行われ，サンフランシスコ周辺を中心とす

るカリフォルニア北部と，ロスアンジェルスを中

心とするカリフォルニア南部とが別々に評価され

るようになっている（島崎，1990；Working 

Group on California Earthquake Probabili-

ties, 1995；Working Group on California 

Earthquake Probabilities, 1999）。

　更新過程に基づいて地震発生の確率を推定する

には，まず特定の震源域を選び，その震源域のほ

ぼ全域を破壊させる地震（固有規模の地震）を特

定する必要がある。前述の時間軸上の点として並

ぶのは，これらの地震の発生時である。次に，こ

れら発生間隔のデータを上記確率分布にあてはめ

て，分布のパラメターの値を推定する。そしてそ

のパラメター値を用いて，地震発生確率を計算す

る。最後の地震発生から計算時点までには地震が

発生していないので，そのような条件のもとでの

地震発生確率，すなわち条件付き確率を求める。

　図 2に既述の 5つの更新過程モデルの例をあげ

る。縦軸に集積確率，すなわち，その時点までに

地震が発生する確率を示す。また，歴史上の南海

地震の発生間隔の累積頻度を併せて示した。デー

タ数が無限にあれば，累積頻度分布は集積確率と

同じ曲線になるはずである。なお更新過程のモデ

ルのパラメター値は，南海地震の発生間隔のデー

タから最尤法によって推定した。対数正規分布と

BPT分布とは異なるモデルにもかかわらず，この

図では見分けがつかないほど，類似している。こ

の二つが最も良く実際のデータを説明するモデル

となっているが，ガンマ分布も似た変化を示し，

この二者との差は有意ではない。やや異なってい

るのがワイブル分布で，有意に異なるのが二重指

数分布である。なお，この図には指数分布（ポア

ソン過程）をも示した。指数分布は既述の更新過

程モデルの特別な場合にあたる。時間軸上の点が

でたらめに分布している場合に対応するが，図か

らわかるように，指数分布は実際のデータと全く

あわない。地震の発生がでたらめではないことは，

明らかである。

　地震発生確率の推定に用いるべきモデルは，

データを最も良く説明するモデルでなければなら

ない。また，地震発生の物理的過程に対応する確

率分布であることが望ましく，さらに発生確率を

推定する立場から言えば，ややはずれたデータが

存在しても安定した結果となることが望ましい。

また，パラメターの意味が物理学的に，或いは統

計学的に把握しやすい方が使いやすい。このよう

な基準で地震発生確率の計算に用いられるモデル

が選定された（地震調査研究推進本部地震調査委

員会 , 2001a）。まず，既述の更新過程のモデルを，

陸域の活断層や海溝で繰り返し発生する地震に対

して適用し，どのモデルが最も良くデータを説明

するかが調査された。その結果，指数分布を除け

ば，どのモデルも実際に観測されたデータをある

程度説明することができ，明らかに他より優れて

いるモデルはないことがわかった。そこで次の基

準である，物理的な意味付け，安定性，およびわ
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図　2　歴史上の南海地震の発生間隔の累積頻度分布
と更新過程の集積確率．

Fig.　2　Cumulative distribution of repeat times 
of historical Nankai earthquakes and the 
distribution functions for six renewal 
models fitting the Nankai sequence.



かりやすいパラメターから BPTモデルが選ばれた。

　このモデルについて簡単に説明しよう。これは，

いわば「動く歩道の酔歩モデル」にあたる。地震

の発生間隔を，動く歩道に乗って終点に着くまで

の時間としよう。歩かずに乗っていれば，一定時

間後には終点に着く。しかし，動く歩道上で酔っ

払いが前や後ろに動くと，この一定時間より早く，

或いは遅く終点に着くことになる。地震の発生間

隔も同様に，一定の時間の前後にばらつく。地震

は応力の蓄積がある限界に達した時に発生すると

考えられる。プレートの運動によって，一定の割

り合いで応力が蓄積すれば，限界に達するまでの

時間は一定となる。これは，動く歩道に乗った状

態に対応している。しかし実際には，周辺で起こ

る地震などの影響で，応力がさらに加わったり，

その一部が解放されたりする。このために地震発

生までの時間は一定ではなく，ばらつく。この影

響を酔歩（ブラウン運動）として取り入れたのが，

動く歩道の酔歩（BPT）モデルで，BPTは Brow-

nian Passage Timeの略である。

　BPTモデルが提案される前には，対数正規分布

が広く用いられた。対数正規分布は，日本の地震

発生間隔のデータも良く説明する。その二つのパ

ラメターは，発生間隔の対数の平均値およびその

ばらつき（標準偏差）であって，統計学的な意味

が明確である。また，多少はずれたデータが加わっ

ても，パラメターが大きく変化することはない。

このため試案として対数正規分布の採用が考えら

れた（地震調査研究推進本部震調査委員会長期評

価部会，1998）。試案に対しては，意見募集を行っ

て改訂試案が作られた（地震調査研究推進本部震

調査委員会長期評価部会，1999；島崎，2000）。

しかし，最終的には BPTモデルが採用された（地

震調査研究推進本部地震調査委員会，2001a）。

BPTモデルは対数正規分布と酷似しており（図 2），

同じように多少はずれたデータに対しても安定し

ている。また，既述のように地震発生の物理過程

と対応付けることができる。また二つのパラメ

ターは，地震発生間隔の平均値とその相対的ばら

つき（標準偏差を平均値で割ったもの）であり，

理解しやすい。対数正規分布の場合には，地震が

平均発生間隔に比べて十分長い期間発生しないと，

計算される確率の値が時間とともに減少するとい

う性質がある。これは分布の裾の形状によるもの

であるが，発生確率が下がるのは物理的におかし

いと批判された（Davis et al.,　1989）。一方，BPT

モデルでは，このような場合にも一定値に収束す

る。十分に時間が経過すると定常状態に達し，酔

客の位置を示す確率分布の形が一定になるためで

ある。このように BPTモデルの方が優れた性質を

持っており，現在，地震調査委員会で地震発生確

率の計算に用いられている。

　2）時間予測モデル

　地震発生間隔のばらつきの理由として，BPTモ

デルでは周辺で発生する地震などの影響を考慮し

た。時間予測モデルでは，地震によって解放され

る応力が一定ではないためと考える（図 3の下図）。

プレート運動等によって応力が一定の割り合いで

蓄積し，応力の限界値が不変であるとすれば，応

力の蓄積と解放は図に示すようになる。すなわち，

ある地震で応力が大きく解放されれば，次の地震

までの間隔は長く，応力解放量と次の地震までの

時間間隔とが比例する。断層の面積を一定とすれ

ば，地震時のずれの量と応力解放量とは比例する

ので，次の地震までの間隔は地震時のずれの量と

比例する。大きくずれた場合には，次の地震まで

の間隔が相対的に長くなる。このモデルは，次の

地震までの間隔が予測可能となることから，時間

予測モデル（time-predictable model）と呼ばれ，

実際のデータと整合することが示されている

（Shimazaki and Nakata, 1980）。

　時間予測モデルは，単に地震の発生間隔のみを

用いる更新過程モデルと比較すると，より実際の

地震発生過程を反映していると考えられ，応力解

放量，或いは地震時のずれの量という物理量を用

いる分だけ，地震発生時予測精度の向上が期待で

きる。既述の米国における地震発生確率の推定に

も，更新過程モデルとともに用いられている。

　BPTモデルでは，応力の解放量は常に一定と仮

定されている（図 3上図）が，この値が地震ごと

に変化すると考え，地震時のずれの量から推定可

能とすれば，BPTモデルと時間予測モデルとが統
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合され，擾乱を含む時間予測モデルを構築するこ

とができる（島崎・林，����）。なお，尾形（����）

は，発生間隔を前に起こった地震のずれの量で割

ることによって，時間予測モデルを考慮した更新

過程モデルを提案した。

　南海地震の系列については，これまで幾つかの

研究によって，時間予測モデルが成り立つことが

示されている。この点を考慮し，後述するように，

次の南海地震の発生確率は時間予測モデルに基づ

いて計算された。

���．活断層評価

　活断層で起こる地震の発生確率を推定するには，

���モデルの二つのパラメター，すなわち平均発

生間隔とその相対的ばらつきとが必要である。ま

た，最後の地震がいつ起こったかを知らなければ

ならない。しかし，実際の活断層調査でこれらす

べての値を求めることは困難である。特に，発生

間隔の相対的ばらつきは，多数の発生間隔のデー

タがなければ求めることができない。この問題は，

発生間隔が多く調査されている例から共通の相対

的ばらつきを推定することによって解決された。

����年��月末現在，��活断層帯の評価が終了し，

その結果が公表されている。

　�）共通の相対的ばらつき

　地震調査委員会では，���モデルのパラメター

の一つである相対的ばらつき（標準偏差�平均値）

について調査を行った。繰り返し起こった過去の

地震について，その多数回が知られており，ばら

つきが計算できる活断層は，余り多くない。委員

会では，�回の地震が知られている跡津川断層，�

回の地震が知られている阿寺断層と丹那断層，お

よび�回の地震が知られている長野盆地西縁断層

のデータから，繰り返し間隔のばらつきの様子を

調べ，統計的に同じばらつきと考えて良いことを

明らかにした。

　実際には，モデルがデータを良く説明している

かどうかを数量的に示す赤池情報量基準（���）

（���������	
�）が用いられた。すなわち，相対

的ばらつきが活断層ごとに異なるとするモデルと，

共通の値を持つとするモデルとのそれぞれについ

て，���を計算して比較した結果，明らかに共通

の値を持つとするモデルの方が優れていることが

わかった（地震調査研究推進本部地震調査委員会，

�����）。その値は，����である。

　この結果を敷衍すると，日本の活断層で起こる

地震の，発生間隔の相対的ばらつきは，どれも同

じと考えることができる。もちろんデータが蓄積

すれば，改めてこの点は検討しなければならない

が，当面はそのように考えて良いだろう。同じ相

対的ばらつきであれば，残りの必要な数値は平均

間隔と最新活動年代で，実際の活断層調査では，

これらの値が明らかとなった場合が多い。この相

対的ばらつき����を用いて，地震の発生確率がど

のような値となるかは，地震調査研究推進本部地

震調査委員会（�����）の報告書に表，および図

で示されている。一例をあげよう。地震発生の平

均間隔が����年の活断層の場合，最後の地震が

����年前に発生していれば，今後��年以内の地

震発生確率は���％，����年前の発生であれば

���％，����年前なら���％となる。

　�）個々の活断層評価

　これまで，糸魚川―静岡構造線活断層系，神縄・

国府津―松田断層帯，富士川河口断層帯，鈴鹿東縁

断層帯，元荒川断層帯，東京湾北縁断層，岐阜―一

宮断層帯，生駒断層帯，有馬―高槻断層帯，北上低

地西縁断層帯，函館平野西縁断層帯，京都盆地―奈

良盆地断層帯南部（奈良盆地東縁断層帯）につい

て評価がまとめられ，公表されている。今後も引

き続きとりまとめが行われ，その結果が公表され

る予定である。表�に，これまで評価された地震

の今後��年間の発生確率を示す。なお，評価着手

の順序としては，調査実施主体が危険度が高いと

している断層帯，或いは，活断層ではないとした

ものを優先している。

　糸魚川―静岡構造線活断層系（図�の番号��，

��，��）については，活断層の長期予測結果に基

づいて，地震が発生した場合の強震動の予測が試

みられている（入倉・三宅，����）。断層の幾何

学的形状がどのように評価されているかを，この

糸魚川―静岡構造線活断層系を例として，簡単に触

れておく。
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　まず断層面については，地表の活断層の分布を

参考として，断層線が直線となるように，糸魚川

―静岡構造線活断層系北部および中部が，四つの部

分にわけてある。南部については，長期評価の時

点（1996年）で活動履歴が未解明のために評価さ

れていない。北部は神城断層を含む区間（北部 1，長

さ 26　km）と松本盆地東縁断層を含む区間（北部

2，長さ 35　km）とに，中部は牛伏寺断層を含む区

間（中部 1,　17　km）と岡谷断層，諏訪断層群，釜

無山断層群を含む区間（中部 2，長さ 34　km）と

にわけられた。断層面の幅や傾斜は，一般に推定

が難しい。傾斜の推定には，反射法地震探査の結

果や，付近で起こった地震の断層パラメータなど

が参考として使われた。断層面の幅は，微小地震

の分布から地震発生層の下限を 15　kmとして，計

算されている。反射法地震探査の結果では，浅い

部分の傾斜しか示されていないので，これらの推

定結果は大きな誤差を含む可能性がある。

　今後 30年以内の地震発生確率が最も高いのは，

糸魚川―静岡構造線活断層系の北部と中部（図 1

の番号 41，44）の 14％で，地震が発生する区間

は松本市をとおる牛伏寺断層を含むものの，どこ

まで延びるかはわからない。震源規模はマグニ

チュード（以下Mと記す）8程度である。日本の

陸域で地震の発生する確率が最も高い断層と考え

て良いだろう。

　次に高いのは神縄・国府津―松田断層帯（図 1の

36）と富士川河口断層帯（43）で，いずれも 30

年確率は約 4％で震源規模はM8程度，前者は相模

湾内へ，後者は駿河湾内へ及ぶものと考えられて

いる。なお，富士川河口断層帯の 30年確率は，最

後の活動時期が不明なために，0.20～ 11％とされ

ている（地震調査研究推進本部地震調査委員会，

2001a）。ここでは，評価後の調査結果（下川ほか，

1999）に基づき，最新活動を約 1500年前とした

場合の値を表に示した。なお，表の確率の値は，

その誤差を考慮して丸めてある。富士川河口断層

帯の地震はいわゆる東海地震と同時に発生すると

されているが，それが次の想定「東海地震」の可

能性もあるものの，その次や次の次である可能性

もある。この他，奈良盆地東縁断層帯（図 1の番

号 75である京都盆地―奈良盆地断層帯の南部）は，
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表　1　活断層およびプレート境界で今後 30 年以内に大地震が発生する確率．
Table　1　30-year probability for occurrence of a large earthquake.

30 年確率予想される震源規模地震或いは活断層帯の名称

90％を超える
M7.5単独で発生

宮城県沖地震
M8.0南海よりの震源域と同時発生

40％程度

M8.4南海地震

南海トラフの地震 M8.1東南海地震

M8.5南海と東南海の同時発生

14％M8糸魚川―静岡構造線活断層帯

4％M8富士川河口断層帯

4％M8神縄・国府津―松田断層帯

（ほぼ 0 ～ 5％）M7.5奈良盆地東縁断層帯

（ほぼ 0 ～ 1％）M7.0 ～ 7.5函館平野西縁断層帯

（0.5％以下）M7.5鈴鹿東縁断層帯

（ほぼ 0 ～ 0.1％）M7.0 ～ 7.5生駒断層帯

（ほぼ 0 ～ 0.02％）M7.5有馬―高槻断層帯

（ほぼ 0％）M7.8北上低地西縁断層帯



過去の活動が十分明らかになっていないために，

30年確率が十分にしぼりこめず，0～5％と推定さ

れている。この高い方の値をとると，神縄・国府

津―松田断層帯や富士川河口断層帯と同程度の発

生可能性を持つことになる。なお，30年確率が 3％

を超える活断層帯は，98 断層帯の 1/4程度と推定

されており，陸域の活断層では，最も確率の高い

グループに属する。

　次に確率が高い可能性を持つのは，函館平野西

縁断層帯（図 1の番号 8），鈴鹿東縁断層帯（68），

生駒断層帯（77）である。30年確率が 0.1～ 3％

となる活断層帯は 98断層帯の約 1/4と推定されて

おり，2番目に確率の高いグループに属するが，

これらの断層は確率推定値の高い方をとれば，こ

のグループに属する。いずれも過去の地震活動が

十分確定できず，表 1に示すように幅のある確率

の値となっている。鈴鹿東縁断層帯は最新の活動

年代が不明なために，ポアソン過程（地震がでた

らめに発生している）を仮定して 30年確率が計算

された。震源規模についても表 1に示した。

　有馬―高槻断層帯（図 1の番号 76）の東部は震

源規模が少なくともM7.5，北上低地西縁断層帯

（13）はM7.8程度の可能性が指摘されている。い

ずれも 30年確率は低いが，活断層帯の一部で起こ

るMの小さい地震については，評価されていない

ことに注意したい。

　元荒川断層帯（図 1の 32）は，関東平野中央部，

大宮台地の北東縁付近をほぼ北西―南東方向に延

びるとされる断層帯である。この断層帯は上尾市

付近で南部と北部に分けられ，南部では活断層で

はなく，北部は深谷断層等と一連の活断層帯と

なっている可能性が高いとされた。また，東京湾

北縁断層（28）は，千葉県北西部の東京湾沿いを

北西―南東方向に延びる伏在断層とされていたが，

活断層ではないと評価された。さらに，濃尾平野

のほぼ中央部を北北西―南南東方向に延びる長さ

32　kmの伏在（ふくざい）活断層とされていた岐

阜―一宮断層帯（66）も，活断層ではないと評価さ

れた。

　活断層の調査，評価は今後も続けられ，平成 16

年度には第一次の活断層評価が完成する予定であ

る。その時点で現在 30年確率で行われているグ

ループ分けも見直されることになる。しかし，調

査が不十分で評価の確度，精度が低い断層も多く

残るものと思われ，さらに調査を続けることが肝

要である。表 1の 30年確率の値が括弧内のものは，

地震の平均発生間隔の推定の信頼度が低いとされ

た場合を示す。今後信頼度を上げ，精度を高める

努力が必要なことは言うまでもない。

IV．プレート間地震の評価

　海溝沿いで発生する大地震，巨大地震の長期予

測は 2000年に結果が公表された宮城県沖地震か

ら開始された。その後，南海トラフで発生する地

震の評価が行われただけで，今後の課題は多い。

評価がまとまり次第，その結果は公表されていく

ことになっている。南海地震については，これま

での更新過程による評価ではなく，より精度が高

いと考えられる時間予測モデルを用いた評価が行

われた。

　1）宮城県沖地震

　宮城県の沖合 から日本海溝までの海域では，陸

寄りおよび日本海溝寄りの二つの海域それぞれを
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図　3　宮城県沖地震の発生位置の目安（文部科学省
地震調査研究課原図）．

Fig.　3　Approximate extent of the next Miyagi-Oki 
earthquake（original figures provided by 
Earthquake Research Division, Ministry 
of Education, Culture, Sports, Science, 
and Technology）.



震源域として，繰り返し地震が発生している（図

3）。1978年宮城県沖地震（M7.4）と同様な， 陸

寄りの海域を震源域とする地震（仮に「宮城県沖

地震」と呼ぶ）の長期評価が行われた（地震調査研

究推進本部地震調査委員会，2000）。地震発生の可

能性は年々高まっており，2020年頃までに次の地震

が起こる可能性が高いとの結果が公表されている。

　過去の活動については，これまでの議論ととも

に，都司（2001）によってまとめられた震度分布

や震源規模の推定結果が参考とされている。地震

調査研究推進本部地震調査委員会（2000）は，次

の日付けに発生した 6個の地震を宮城県沖地震と

同様な地震と判定した。なお，1793年の地震につ

いては，陸寄りと海溝寄りの二つの震源域が連動

した（同時に活動した）地震と判断された。なお，下

記より以前の地震は，宮城県沖地震とされる地震

もあるが，記録が不十分なおそれがあるために評

価されていない。

1793年 2 月 17日

1835年 7月 20日

1861年 10月 21日

1897年 2月 20日

1936年 11月 3 日

　宇佐美（1996）によれば，宮城県沖の地震とし

てほぼ同様な位置に推定されている地震が，1800

年代半ば前後に 1835年，1855年，1861年と 3

回あり，それらの震源規模はそれぞれ，約M7.0，

M7 1/4± 1/4，M6.4となっている。これに従え

ば 1835年と 1855年の地震を採用すべきとの結論

になろう。しかしこれまでに収集された史料から

求められた震度分布（都司，2001）によれば，1855

年の地震は局所的な被害域を持つ地震で，陸域の

浅い地震の可能性が高い。また都司（2001）によ

れば，震源規模も 1861年の地震がM7.4，1855 

年の地震がM6.2と逆転する。これらの調査は膨

大な文献に基づき手作業で行われており，地震史

料文献のデジタルデータベース化が一つの課題 

となっている。

　1898年 4月 23日の地震は，羽鳥（1975）によ

れば津波波源域が 1897年 2月の宮城県沖地震と

ほぼ同じで，宮城県沖地震の可能性がある。しか

し，震度分布や被害状況などの検討により，宮城

県沖地震とは異なる地震とされた。

　宮城県沖地震の繰り返し間隔は，最短 26.3年，

最長 42.3年，平均 37.1年であり，最後の地震か

ら 22.6年経過している（2001年の年始時点）。震

源規模はM7.3―7.5程度だが，海溝寄りの震源域と

連動する場合には，M8.0前後と考えられる。BPT

モデルをあてはめると，相対的ばらつきを示すパ

ラメターは 0.18となり，2010年，2020年，2030

年まで宮城県沖地震が発生する確率は，それぞれ

23％，78％，98％となる。図 4には 10 年確率の

時間推移を示した。

　2）南海地震・東南海地震

　南海トラフでは繰り返し大地震が発生しており，

その系列については多くの研究がある。地震調査

研究推進本部地震調査委員会（2001　b）では，こ

れまでの研究成果に基づいて，次の南海地震，お

よび東南海地震の震源域を図 5のように推定した。

この長期評価では，想定東海地震の発生が懸念さ

れていることから，東南海地震の震源域の東端は，

想定東海地震の西端（中央防災会議東海地震に関

する専門調査会，2001）となっている。

　次の南海地震および東南海地震の震源規模を表

1に示す。

８２４―　　―

図　4　10 年後までに宮城県沖地震が発生する確率
の時間変化（地震調査研究推進本部地震調査
委員会，2000）．

Fig.　4　Time variation of ten-year probability for 
an occurrence of the Miyagi-Oki earth-
quake（Earthquake Research Committee, 
Headquarters of Earthquake Research 
Promotion, 2000）.



南海地震の系列について，時間予測モデルが成り

立つことは既に多くの指摘があり，またその性質

を利用して次の南海地震の発生時の予測が試みら

れている（島崎，1977；Shimazaki and Nakata, 

1980；Mogi, 1981；Scholz, 1990；Kumagai, 

1996；Hori and Oike, 1996）。一方，東南海地震

については，このような試みはない。島崎（2001）

は，様々な量を総合的に用いて次の南海地震がいつ

発生するかを時間予測モデルに基づいて推定する

とともに，東南海地震についても試みた。それらの

結果は，ほぼ過去の研究の予測値と調和的である。

　その手法によれば，まず宝永地震と安政地震の

データから，昭和の地震の発生時を予測する。そ

して実際の発生時との差の絶対値δを求める。次

に，安政地震と昭和の地震のデータから次の地震

の発生時を求める。そしてδの逆数を重みとして

平均し，総合的な予測値とする。ただし，同じ物

理量を用いた予測値が複数ある場合には，最もδ

が小さいものを選び，δ＞ 30年となるデータは用

いない。

　地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001　b）

では，この手法を採用し，宝永，安政および昭和

の地震のずれの量，或いはそれに比例する量を用

いて，次の南海地震および東南海地震の発生時を

予測して，地震発生確率を求めた。今後 30年間の

地震発生確率は，南海地震で 40％程度，東南海地

震で 50％程度と推定された。東南海地震について

はデータが少なく得られた確率の信頼度は低いが，

これまで東南海地震と南海地震とは同時，或いは

続けて発生（間隔は長くても 2年程度）している

ので，実用上は信頼性が高いと考えられる南海地

震の地震発生確率を用いれば良い。このように考

え，表 1には南海地震の発生確率約 40％を示した。

南海地震が今後 10年以内に発生する確率は 10％

未満だが，20年以内では約 20％，30年以内で約

40％（図 6）である。ほぼ今世紀前半に起こる（そ

の可能性は 80％）と考えて良いだろう。必ず発生

する地震であり，その被害は西日本の広範な地域

にわたる。長期間の準備が必要な対策でも早く着

手すれば，まだ間に合う可能性が高いことをこの

評価結果は示している。
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図　5　想定南海地震および想定東南海地震の震源域（文部科学省地
震調査研究課原図）．

Fig.　5　Source regions of the next Tonankai and Nankai 
earthquakes（original figure provided by Earthquake 
Research Division, Ministry of Education, Culture, 
Sports, Science, and Technology）.



V．お わ り に

　陸域の活断層とプレート間地震とでは，30年確

率の値は大きく異なる。これは地震の発生間隔が

1桁以上異なるためである。陸域の活断層の場合に

は，確率の値が小さくとも発生する可能性がある

ことに注意したい。例えば，1995年兵庫県南部地

震は 30年確率が 0.4～ 8％の時点で発生している

（地震調査研究推進本部地震調査委員会 , 2001a）。

　陸域の浅い大地震は，98の主要活断層帯以外で

も発生する。過去のデータから推定すると，今後

発生する陸域の大地震が 98の断層帯で発生する

可能性と，それ以外で発生する可能性は，ほぼ半々

である（地震調査研究推進本部地震調査委員会事

務局，2001）。これまで全く不意打ちであったこ

れらの地震のうち，その半数に対しては予測が可

能になったのが長期予測の現状である。98の主要

活断層帯以外の地震については，現在その評価法

を検討中だが，発生位置を予め特定することが困

難な場合が多いので，これまでの評価に比べ，ピ

ントが多少ぼやける結果となろう。

　公表された確率の値の誤差については，地震調

査研究推進本部地震調査委員会（2001　a）が簡単

な検討を行っている。例えば確率が 4％と推定され

ていても，実際の値は 1～ 7％程度であることが多

い。細かな値の違いは問題としないほうがよい。

データは十分ではなく，さらに調査研究が必要で

あることを強調したい。
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